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はじめに 
私たちを私たちと確認するものに戸籍と住民票がある。戸籍は戸籍法〔昭和 22 年 12 月 22 日法律



























































タの国際流通についてのガイドラインに関する理事会勧告」（Recommendation of the Council 























































（１）”The Right to Privacy”18 
プライバシー権という概念の誕生19は，1890年12月15日に発表された，ウォーレン（Samuel 
D. Warren）とブランダイス（Louis D. Brandeis）の論文「プライバシーの権利」（The Right to 
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③ 『宴のあと』事件の判決要旨 

















































（１）”Privacy and Freedom” 30 




（２）”The Assault on Privacy”31 
1971 年にアーサー・Ｒ・ミラー（Arthur R. Miller）が発表した著書『プライバシーへの攻
































通知が開始され，住基ネットが稼働を開始した。翌 2003（平成 15）年８月 25 日に，住民基
本台帳カード（以下，住基カードと略す）の発行を開始したことにより本格的に稼働してい


















住基ネット自体は 2002（平成 14）年８月５日から稼働しているが，本格稼働は翌 2003（平
成 15）年の８月 25 日から開始した。これはこのネットワークが住基カードの利用を前提と














 ① 福島県矢祭町 






杉並区は 2009（平成 21）年１月５日から住基ネットに全面参加している。 
③ 東京都国分寺市 
2002（平成 14）年７月 25 日，星野信夫市長（当時）は「国は法律違反と言うだろうが，
法律違反をしているのは，個人情報保護のための所要の措置を講じていない国の方だ」とし
て，事実上の住基ネット離脱宣言をした。また８月２日には，国分寺市議会全員協議会で住
基ネットへの不参加を正式に表明した。国分寺市は 2003（平成 15）年８月 18 日に住基ネッ
トに接続した。 






 ⑤ 三重県二見町 










     2002（平成 14）年８月５日，吉村和夫市長（当時）は，「ささやかな抵抗」として接続開
始を１時間遅らせた。 
⑧ 東京都中野区 
2002（平成 14）年９月 11 日午後６時，中野区は住基ネットとの切断を実施した。田中大
輔区長（当時）は，住基ネット切断の理由として，「個人情報保護に関する基本法がいまだに
制定されていないこと」等を挙げた。その後，中野区では，個人情報保護条例成立等により，
住基ネットへの再接続に必要な一定の条件が整ったと判断し，2003（平成 15）年８月 13 日
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に再接続することを決定し，住基ネットの運用を再開した。 
⑨ 東京都国立市 













































































この裁判は，大阪高裁 2006（平成 18）年 11 月 30 日判決を受けての上告審である。 
最高裁判所は，原判決中の上告人敗訴部分を破棄し，被上告人らの控訴をいずれも破棄






















2011（平成 23）年３月 11 日，日本を未曾有の大災害が襲った。東日本大震災54である。2015（平
成 27）年５月８日現在，警察庁は，その死者 15,891 人，行方不明者 2,579 人，負傷者 6,152 人と
発表している55。この東日本大震災における被災者の安否確認，被災地域から避難所への転出転入
等の事務で活躍したのが住基ネットであった。 


































について，通知では，住民基本台帳法第 22 条第１項及び住民基本台帳施行令〔昭和 42 年政




























































































































































3   日本には納税者番号制度は存在していないが，税務署単位の整理番号が存在している。ゆえに，現在の税
番号は，全国共通の制度にすらなっていない。 





5   動物の伝染性疾病による被害の発生，拡大の防止を目的としている点から，家畜伝染病予防法〔昭和 25
年法律第 166 号〕と共通の性質をもつ法律であるといえる（青木人志『日本の動物法』〔2009 年，東京大学
出版会〕106 頁参照）。 
6   動物の伝染性疾病による被害の発生，拡大の防止を目的としている点から，家畜伝染病予防法〔昭和 25
年法律第 166 号〕と共通の性質をもつ法律であるといえる（青木人志『日本の動物法』〔2009 年，東京大学
出版会〕106 頁参照）。 
7   動物の伝染性疾病による被害の発生，拡大の防止を目的としている点から，家畜伝染病予防法〔昭和 25
年法律第 166 号〕と共通の性質をもつ法律であるといえる（青木人志『日本の動物法』〔2009 年，東京大学
出版会〕106 頁参照）。 
8  経済協力開発機構（Organization for Economic Co-operation and Development）のこと。本部はフランスのパリ。
経済開発，開発途上国援助，自由かつ多角的な貿易の拡大，の３つを目的としている（外務省パンフレット，
外務省経済開発機構室編『経済協力開発機構と日本』（2008，外務省）３頁参照）。 
9  宇賀克也『個人情報保護法の逐条解説《第３版》』（2009 年，有斐閣）５頁参照。 
10  宇賀注 11 前掲書５頁参照。 
11  宇賀注 11 前掲書５頁参照。 
12  宇賀注 11 前掲書５頁参照。 
13  宇賀注 11 前掲書５頁参照。 
14  宇賀注 11 前掲書６頁参照。 
15  宇賀注 11 前掲書６頁参照。 
16  宇賀注 11 前掲書６頁参照。 
17  青柳武彦『情報化時代のプライバシー研究－「個の尊厳」と「公共性」の調和に向けて』（2008 年，NTT
出版）７頁参照。 





20  この”right to be let alone”は，トマス・Ｍ・クーリー（Thomas M. Cooley）裁判官が，「不法行為または契約






22  イエロ ・ージャーナリズムによる個人の私生活の暴露問題が社会問題化していることは 19 世紀から現在に
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至るまで解決されていない（青柳注 19 前掲書 13 頁参照）。 
23  仲正注 23 前掲書 78 頁参照。 
24  仲正注 23 前掲書 80 頁参照。 
25  青柳注 19 前掲書 18 頁参照。 
26  東京地判昭和 39 年９月 28 日下民集 15 巻９号 2317 頁参照。 
27  石井注 22 前掲書 207 頁参照。後述する戒能通孝博士等の研究が挙げられる。なお，1935（昭和 10）年に
末延三次博士が論文「英米法に於ける秘密の保護－いはゆる Right to Privacy について（一）」財団法人法
学協会『法学協会雑誌《第 53 巻第 11 号》』〔1935 年，有斐閣〕及び「英米法に於ける秘密の保護－いはゆ
る Right to Privacy について（二）」財団法人法学協会『法学協会雑誌《第 53 巻第 12 号》』（1935 年，有
斐閣）を発表したが，この論文が日本にプライバシー権を学問的に紹介した最初のものであるとされる（青
柳注 19 前掲書 28 ページ参照）。 
28  戒能通孝『肖像権と警察権』「法学セミナー《169 号》」（1970 年，日本評論社）４頁参照。 
29  青柳注 19 前掲書 30 頁参照。 
30  Alan F. Westin, Privacy and Freedom,1967, The Bodley Head Ltd. 
31  Arthur R. Miller, The Assault on Privacy, 1971, Signet. 
32  石井注 22 前掲書 287 頁参照。 
33  右崎正博「住基ネットとプライバシー」田島泰彦＝斎藤貴男＝山本博編著『住基ネットと監視社会』（2003 
年，日本評論社）61 頁参照。 
34  右崎注 35 前掲 62 頁参照。 
35  右崎注 35 前掲 62 頁参照。 
36  右崎注 35 前掲 62 頁参照。 
37  佐藤幸治『憲法《第３版》』（1995 年，青林書院）454-455 頁参照。 














41  住民票に記載されている住民票コードの記載の変更を請求することができる（第 30 条の３第１項）。しか
し，好きな番号を選択できるわけではなく，改めて無作為に番号が割り振られることになる。 









44  住基カード自体の有効期限は 10 年，電子証明の有効期限は３年である。 
45  石井注 27 前掲書 248 頁参照。 
46  石井注 27 前掲書 248 頁参照。 
47  大阪地判平成 16 年２月 27 日判時第 1857 号 92 頁参照。 
48  金沢地判平成 17 年５月 30 日判タ第 1199 号 87 頁参照。 





50  福岡地判平成 17 年 10 月 14 日判時第 1916 号 91 頁参照。 
51  大阪高判平成 18 年 11 月 30 日判時第 1962 号 11 頁参照。 
52  名古屋高判金沢支部平成 18 年 12 月 11 日判時第 1962 号 40 頁参照。 
53  最判平成 20 年３月６日民集 62 巻３号 665 頁参照。 
54  「東日本大震災」はメディア等で統一的に使用される呼称であり，正式には気象庁が命名した「平成 23
年（2011 年）東北地方太平洋沖地震」が使用される。本稿では，メディア等で統一的に使用されている 「東
日本大震災」 という呼称を使用する。 
55  警察庁緊急対策警備本部発表広報資料「平成 23（2011）年東北地方太平洋沖地震の被害状況と警察措置」
（2015 年５月８日発表）参照。 
56  「東北地方太平洋沖地震等に関する住民基本台帳事務の取扱について（通知）」〔平成 23 年 3月 13 日総行
住第 35 号総務省自治行政局住民制度課長から各都道府県市区町村担当部長（市区町村担当課扱い）あて通
知〕『住民行政の窓《平成 23 年４月号・通巻 361 号》』（2011 年，日本加除出版）52 頁所蔵を参照。   
57  本通知は，地方自治法（昭和 22 年法律第 67 条）第 245 条の４第１項に基づく技術的助言となる（前掲平
成 23 年 3 月 13 日通知参照）。  
58  条例で定める事務についての規定例については，「住民基本台帳ネットワークシステムの本人確認情報の利
用に関する条例について」〔平成 23 年３月 13 日総務省自治行政局住民制度課から各都道府県市区町村担当
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